
「ふくしまの棚田」魅力アップ事業実施要領 

               

福島県農林水産部農村振興課 

 

第１ 目 的 

中山間地域における人口減少や高齢化が進む中、地域資源を活かした地域振興を図るた

め、棚田地域の魅力をアピールし、地域活性化につなげていくことが必要である。 

このため、市町村や地域の団体等が行う棚田を活用した交流活動や棚田地域をＰＲする

ための広報活動等の取組を支援することにより、県内の先進的な取組の育成と地域への波

及を図り、棚田の地域資源としての価値を地域内外に広めるとともに、地域活動を促進す

ることを目的とする。 

 

第２ 事業の内容 

本事業は、棚田を活用した地域内外等との交流活動、棚田地域をＰＲするための広報活

動等の取組を対象とする。具体的な事業内容については別表に定めるところによる。 

 

第３ 事業実施主体 

 本事業の事業実施主体は、市町村、指定棚田地域振興協議会、ＮＰＯ法人及び農業者等

の組織する団体・法人とする。 

また、事業実施主体が事業実施年度の翌年度から起算して２年間、棚田を活用した地域

振興活動の取組を継続して実施する意志を有していることを要件とする。 

 

第４ 事業対象地域 

 本事業の事業対象地域は、市町村の全部又は一部が福島県過疎・中山間地域振興条例第

２条で定義される「過疎・中山間地域」に該当する市町村の棚田地域、又は中山間ふるさ

と水と土保全市町村基金を設置している市町村の棚田地域とする。 

 なお、当事業の対象となる棚田地域とは、一団の棚田として同一の組織等により周辺の

棚田と一体的に管理されており、それら一団の棚田のうち勾配１／２０以上の傾斜地にあ

る棚田の合計面積が、昭和２５年２月１日時点の市町村(旧旧市町村）の区域内に合計１ha

以上あることとする。 

 

第５ 事業対象期間 

本事業の対象期間は原則単年度とする。 

ただし、別表の１、２について、農林水産部長が明確な事業計画のある発展的な事業と

判断した場合は、最大３か年を限度に複数年度での実施を認めることができるものとする。 

また、別表の３について、農林水産部長が明確な事業計画のある発展的な事業と判断し

た場合は、複数年度での実施を可能とする。 

 

第６ 事業の実施等の手続き 

１ 事業実施計画の策定 



事業実施主体は、本事業を実施しようとするときは、事業実施計画（様式第１号）を策

定するものとする。 

２ 事業実施計画の認定 

（１）事業実施主体は、事業実施計画認定申請書(様式第２号)に前項で策定した事業実施計

画を添付して農林事務所長(以下「所長」という。）に提出するものとする。 

（２）所長は、（１）により提出された申請書等を確認し、農林水産部長（以下「部長」とい

う。）に提出するものとする。 

（３）知事は、申請書等の内容を審査し、適当と認めるときは、これを認定し、所長を経由

して、事業実施主体に通知（様式第３号）するものとする。 

（４）所長は、（３）により通知された場合は、遅滞なく、事業実施主体に対し事業実施計画

が認定されたことを通知（様式第４号）するものとする。 

３ 事業実施計画の変更 

   事業実施計画の重要な変更は、福島県農村地域活性化事業補助金等交付要綱（以下「県

交付要綱」という。）第４条第１項に定められた基準のとおりとし、その手続きは、前２項

に準じて行うものとする。 

 

第７ 関係機関との連携 

事業実施主体は、本事業を適正かつ円滑に行うため、地域農業者、市町村、関係団体等の

協力を得ながら実施するものとする。 

 

第８ 助成措置 

１ 県は、第６の２により認定した事業について、予算の範囲内において、県交付要綱の定

めるところにより、事業に要する経費の全部又は一部を補助するものとする。 

 ２ 補助率は、別表に定めるところによる。ただし、補助額は１つの事業実施主体で６０万

円以内とし、千円未満の額を切り捨てるものとする。 

 

第９ 事業実績報告 

１  事業実施主体は、事業を完了したときは、事業が完了した日から起算して６０日を経過

した日、又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月末日（補助金を全額概算払

いにより交付を受けた場合は、その年度の翌年度の４月２０日）のいずれか早い日までに

事業実績報告書を作成し、様式第５号に添付して所長に提出するものとする。 

２  前項の事業実績報告書は、事業実施計画（様式第１号）に準じることとする。 

３ 所長は、前項により提出された場合は、事業実施年度の翌年度の５月末日までに部長に

提出するものとする。 

 

第１０ 活動実施状況の報告 

１  事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から起算して２年間、活動実施状況報告書（様

式第６号）を作成し、活動実施翌年度の４月末日までに所長に提出するものとする。 

  なお、事業を複数年度実施した場合は、直近年度の活動実施状況報告書の所定の欄に事

業実施年度を記載することで、過年度分の活動実施状況報告書の提出を省略することがで



きることとする。 

また、令和２年度から令和５年度にかけて「ふくしまの棚田」活性化モデル育成事業を

活用した実施主体について、当報告書に事業実施年度を記載することで、「ふくしまの棚田」

活性化モデル育成事業実施要領第１１の１の活動実施状況報告書の提出を省略することが

できることとする。 

２  所長は、前項により提出された報告書について、その写しを５月末日までに部長に提出

するものとする。 

３ 所長は、事業実施後においても、事業実施主体が棚田を活用した地域振興活動の取組を

継続して実施できるよう、必要な指導や支援を行うものとする。 

 

第１１ その他 

この要領に定めるもののほか、本事業の実施に必要な事項は、別に定めるところによる

ものとする。 

 

  附 則 

  この要領は、令和６年４月１７日から施行する。 

  



別表（第２及び第９関係） 

事業内容 補助率 

１ 棚田の案内板、のぼり旗等の作成・設置等 
上限２０万円 

※定額補助 

２ 棚田で生産した農産物のブランド化、６次化等 

（１）商品パッケージデザイン制作、パッケージ試作等 

（２）新商品開発等 

上限３０万円 

※定額補助 

３ 棚田に関連した広報活動、研修会等 

（１）棚田関連商品の販売促進活動、イベントへの出展等 

（２）棚田に関連したイベントの開催等 

（３）棚田を活用した体験学習の実施等 

（４）棚田に関連したチラシ作成、ＨＰ制作等 

（５）棚田に関連した研修会やセミナーへの参加等 

上限１０万円 

※定率１／２以内 

※補助金額算定方法は、次に掲げる額のいずれか少ない額とする。 

・補助対象経費×補助率 

・参加料や協賛金、市町村補助金などの事業収入や自己資金といった補助金以外の収入が

ある場合で、その合計額が補助対象経費以外の額を超えるときに、当該超えた額を補助

対象経費の合計額から控除した額。 

※補助対象となる経費については、「ふくしまの棚田」魅力アップ事業実施要領の運用のと

おり。 

※事業内容１～３をあわせて実施する場合、事業実施計画及び事業実施報告（様式第１号）

は、事業内容１～３が明確になるよう記載する。 

※事業内容１、２（１）及び２（２）の補助は、事業対象期間内（最大３年間）に１回を基

本とする。 

 


